
スパークス・アセット・マネジメント株式会社

マンスリーレポート（基準⽇︓2023年7⽉31⽇現在）

【運⽤実績】※1 参考指数︓MSCI AC Asia ex Japan Index（円ベース・配当込み）
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https://note.sparx.co.jp/

【基準価額・純資産総額の推移】※2
期間︓設定⽇前営業⽇（2017年5⽉25⽇）〜2023年7⽉31⽇
※ 設定⽇前営業⽇（2017年5⽉25⽇現在）を10,000として指数化しています。
（円） （億円）

■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

（※1）■表⽰桁未満の数値がある場合、四捨五⼊しています。■ファンド、参考指数の過去のパフォーマンスは⽉末値により算出しています。決算期に収益分配があった場合のファン
ドのパフォーマンスは、税引前の分配⾦を再投資することにより算出される収益率です。従って実際の投資家利回りとは異なります。■当資料では基準価額および分配⾦を1万⼝当たり
で表⽰しています。（※2）■基準価額は、信託報酬等控除後の価額です。■分配⾦再投資基準価額は、当該ファンドの信託報酬等控除後の価額を⽤い、税引前の分配⾦を再
投資したものとして計算しております。（※1、※2）■当ファンドにベンチマークはありません。参考指数は「MSCI AC Asia ex Japan Index（円ベース・配当込み）」です。■過去
の実績は将来の運⽤成果を⽰唆あるいは保証するものではありません。

22/05/25 0 円 独⽴系投資会社スパークス・アセット・マネジメントの公式noteです。
 「もっといい投資をしよう︕」を合⾔葉に、投資への思いを語ります。第6期 23/05/25 0 円

第3期 20/05/25 0 円
第4期

設定来累計 0 円

19/05/27 0 円

21/05/25 0 円
第5期

直近の分配実績（1万⼝当たり、税引前）

換⾦価額 13,291 円
純資産総額 5.52 億円

第2期

基準価額 13,330 円

参考指数 60.4337.3913.3210.6411.864.40
ファンド 33.3017.997.1214.7917.503.03

過去1ヶ⽉間 過去3ヶ⽉間 過去6ヶ⽉間 過去1年間 過去3年間 設定来

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料

特化型
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スパークス・アセット・マネジメント株式会社

マンスリーレポート（基準⽇︓2023年7⽉31⽇現在）

【資産別構成】※3 【国・地域別構成】※3 【株式︓通貨別構成】※3
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【株式︓業種別構成】※3 【株式︓業種別構成】※3
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（※3）■表⽰桁未満の数値がある場合、四捨五⼊しています。■上記は当ファンドが投資するマザーファンドに関する情報です。■「⽐率」は、当ファンドが投資するマザーファンドの純
資産総額に対する⽐率です。■国・地域は、本社所在国等に基づいたスパークス・アセット・マネジメントによる分類です。■業種は世界産業分類基準（GICS）の分類に基づきます。
■組⼊銘柄の会社情報は各種資料をもとにスパークス・アセット・マネジメントが作成しています。

⾷品・飲料・タバコ 4.3
■

■ 耐久消費財・アパレル 5.0

■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

当ファンドは、⼀般社団法⼈投資信託協会「投資信託等の運⽤に関する規則　信⽤リスク集中回避のための投資制限の例外」を適⽤して特化型運⽤を
⾏います。そのため、⼀般のファンドにおいては、⼀の者に係るエクスポージャーの投資信託財産の純資産総額に対する⽐率として10%を上限として運⽤を⾏
うところを、当ファンドにおいては、35%を上限として運⽤を⾏います。

保険 4.2
■ エネルギー 3.0
■ その他 15.7

■

■ 銀⾏ 6.3
■ ⼀般消費財・サービス流通・⼩売り 6.2
■ ヘルスケア機器・サービス 5.9

業種 ⽐率
■ 資本財 28.7
■ テクノロジー・ハードウェアおよび機器 9.0
■ 半導体・半導体製造装置 7.0

9.5その他 21.8
現⾦等 4.7 その他 3.0

現⾦その他 4.7 韓国
その他証券 0.0 インド
投資信託証券 0.0 17.5
株式 95.3 ⾹港 27.7 ⾹港ドル

インドネシア 17.5 インドネシアルピア

11.0 台湾ドル 10.3

37.7

17.3 インドルピー 17.3

韓国ウォン

資産 ⽐率 国・地域 ⽐率 通貨 ⽐率

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料
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スパークス・アセット・マネジメント株式会社

マンスリーレポート（基準⽇︓2023年7⽉31⽇現在）

【組⼊上位10銘柄】※3
銘柄総数︓32銘柄
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銘柄名称 国・地域 業種

4.3

4.3

4.7

8.2

11.0

4.1

3.0

3.0

3.4

3.9
中国建築国際集団［ﾁｬｲﾅ･ｽﾃｰﾄ･ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（China State Construction International
Holdings Limited）は建設会社。⼦会社を通じて、⾹港でビル建設や⼟⽊⼯事に従事する。

中国 エネルギー
中国⽯油天然気股份有限公司［ﾍﾟﾄﾛﾁｬｲﾅ］（PetroChina Company Limited）は⽯油・ガス会社。主に原油及びガス、⽯
油製品の探査・開発・⽣産・販売に従事するほか、⽯油化学製品や誘導体の販売も⾏う。

■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

9

ANTA Sports Products Ltd. 中国 耐久消費財・アパレル
安踏体育⽤品有限公司［ｱﾝﾀ･ｽﾎﾟｰﾂ･ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ］（ANTA Sports Products Ltd.）はスポーツウェアメーカー。ANTA（アン
タ）のブランド名で靴やアクセサリーを含めたスポーツウェアのデザイン・開発・製造・販売を⾏う。

10

PetroChina Company Limited Class H

6

8

E Ink Holdings Inc 台湾 テクノロジー・ハードウェアおよび機器
元太科技⼯業股分有限公司［ｲｰ･ｲﾝｸ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（E Ink Holdings Inc）は、主に電⼦ペーパー技術関連の材料及び電
⼦フィルムや電⼦ペーパーディスプレイ等のディスプレイ製品の研究・開発・製造・販売を⾏う。台湾を拠点に事業を展開。

7

China State Construction International Holdings Limited ⾹港 資本財

ポリキャブ・インディア（Polycab India Ltd.） は、インドの⼤⼿電線・ケーブル製造メーカー。電線・ケーブルのほか、扇⾵機、LED
照明・照明器具、スイッチ・スイッチギア、ソーラー製品などの⽇⽤消費財の製造・販売を⾏う。

インド 資本財

インドネシア ⾷品・飲料・タバコ
インドフードCBPスクセス・マクムル（PT Indofood CBP Sukses Makmur Tbk）はインドネシアの⾷品メーカー。即席めんや⾷品
素材、調理⾷品、栄養⾷品、菓⼦などの製造販売を⾏う。

5

PT Indofood CBP Sukses Makmur Tbk

Polycab India Ltd.

マンディリ銀⾏（PT Bank Mandiri (Persero) Tbk）は、4つの国有銀⾏が合併して設⽴したインドネシアの最⼤⼿銀⾏のひとつ。
インドネシアを中⼼にアジア各地や⻄ヨーロッパ等に事業を展開。

4

PT Bank Mandiri (Persero) Tbk インドネシア 銀⾏

インドネシア ⼀般消費財・サービス流通・⼩売り
ミトラ・アディパーカサ（PT Mitra Adiperkasa Tbk）はインドネシアの⼤⼿⼩売会社。「ZARA」などの⼩売や「スターバックス」「クリ
スピークリーム」などの飲⾷店をフランチャイズ展開しているほか、「⻄武」などのブランドで百貨店事業も⾏う。

3

PT Mitra Adiperkasa Tbk

2

NWS Holdings Limited ⾹港
新創建集団有限公司［NWSﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（NWS Holdings Limited）は、建設事業を主軸に、道路事業、保険事業、ファ
シリティマネジメント事業、運輸事業などを展開するコングロマリット企業。⾹港で事業を展開。

資本財

⽐率
⾹港 資本財

中国建築⼯業集団有限公司［ﾁｬｲﾅ･ｽﾃｰﾄ･ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ］（China State Construction
Development Holdings Limited）は、⾹港で設⽴され、ファサード請負事業などを⾏う。中国本⼟、⾹港、マカオでの事業を
ベースに、海外に進出し、世界各国で事業を展開。

1

China State Construction Development Holdings Limited
順位

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料

特化型
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スパークス・アセット・マネジメント株式会社

マンスリーレポート（基準⽇︓2023年7⽉31⽇現在）

■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

特化型

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料

株式市場の状況
当⽉、アジア株式市場は前⽉に引き続き堅調に推移しました。⽇本を除くアジア市場に使⽤される⼀般的な指数であるMSCIア

ジア（⽇本を除く、⽶ドル建て）指数は、前⽉末⽐6.20％上昇しました。
中国政府は消費や、住宅セクター、資本市場向けの刺激策を発表しました。⺠間企業の⽀援を⽬的とする31項⽬ものガイドライ

ンが発表されたことを受け、中国市場に対する投資家⼼理は改善しました。AI（⼈⼯知能）の将来性に対する楽観論が、引き続
き情報技術関連銘柄の上昇要因となりました。Taiwan Semiconductor Manufacturing Company（台湾／半導体・半
導体製造装置）は、AI関連の需要拡⼤が予想されることから、同分野への設備投資を拡⼤すると発表しました。しかしスマートフォ
ンやPCは在庫調整がほぼ終了した模様であるにもかかわらず、半導体の需要が引き続き低迷しており、マクロ経済に対する信頼感
の低さがうかがわれます。台湾や韓国に拠点を置く他のIT企業も、直近の決算説明会で同様の⾒解を⽰しました。

インドとインドネシアは引き続き投資家の注⽬を集めています。両国は製造業への投資と製造能⼒の向上を⽬的に、積極的に外
資を呼び込んでいます。インフラ整備はこれまでと同様、今も経済成⻑の原動⼒であると当ファンドは考えています。両国では国内消
費主導型セクターも好調なパフォーマンスを記録しています。

ファンドの運⽤状況
当⽉、当ファンドのパフォーマンスはプラスとなりました。
セクター別では、資本財・サービスセクター、⼀般消費財・サービスセクターなどがプラスに貢献し、⽣活必需品セクター、情報技術

セクターなどがマイナスに影響しました。個別銘柄では、Polycab India（インド／資本財）、Mitra Adiperkasa（インドネシア
／⼀般消費財・サービス流通・⼩売り）、China State Construction Development Holdings（⾹港／資本財）などがプ
ラスに貢献しました。⼀⽅で、SINBON Electronics（台湾／テクノロジー・ハードウェアおよび機器）、Taiwan 
Semiconductor Manufacturing Company（台湾／半導体・半導体製造装置）、Voltronic Power Technology
（台湾／資本財）などがマイナスに影響しました。

当⽉のパフォーマンスが好調だったことで、当ファンドの年初来パフォーマンスは23.2%の上昇となりました。当ファンドが組み⼊れて
いるグレーターチャイナ（中華圏）、インド、インドネシア、韓国などの主要な国は概ね年初来で上昇しました。

<Swire Pacific（⾹港／不動産管理・開発）>
当ファンドの組⼊銘柄である「Swire Pacific」は、⾹港を拠点とするコングロマリット（業種が異なる企業同⼠の合併・買収によっ

て、発達した企業）です。同社は6⽉28⽇、Swire Coca-Cola USA（同社の⽶国飲料事業）の全株式を現⾦約39億⽶ドル
でJohn Swire & Sons社（英国、Swire Pacificの株式を60.3%所有）に売却すると発表しました。これはSwire Pacificの
時価総額の約35%に相当する⼤型取引でした。ただし、注意すべきは今回の取引は⽶国⻄部の13州で展開する同社の⽶国ボ
トリング事業(Swire Pacificの飲料部⾨の2022年のEBITDAの約46％)のみが対象であり、同社の⼦会社であるSwire Coca-
Colaは⾹港や、上海、中国11省、台湾、カンボジア、ベトナムにおけるコカ・コーラ製品の製造、販売、流通の独占権を有する世界
最⼤規模のコカ・コーラ・ボトリング事業として存続します。また、Swire Coca-ColaはJohn Swire & Sons社、Swire Coca-
Cola USAと運営管理サービス契約を締結し、当初13年間の条件で運営管理サポートサービスの提供を受ける予定です。
（次ページへ）
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同契約によると、Swire Pacific社は（i）1億1,700万⾹港ドル＋マージン5%（年次インフレ調整条項付き）、または（ii）
Swire Coca-Cola USA社の経常利益の6%のうち、いずれか⼤きい⽅の額に相当する年間サービス料を受け取ることになっていま
す。

売却価格はSwire Coca-Cola USAの簿価の4倍、EV/調整後EBITDA倍率（買収にかかるコストを何年で回収できるかを
⽰す値）のおよそ12倍に相当します。この取引は妥当であり、Swire Pacificが⾹港と中国においてますます質の⾼い商業⽤・住
宅⽤不動産事業に注⼒できるようになることから、同社のバランスシート強化に寄与するものと考えられます。今後、負債⽐率は
18%から11.6%に低下し、現⾦払い利息の⽐率は6倍から7.3倍に上昇することが予想されています（2022年12⽉現在）。ま
た、今回の売却によってSwire Pacificの不動産事業が来年度の営業利益に占める割合は70%以上に上昇する⾒込みです。借
⼊コストが上昇していることや、Swire Pacificの有利⼦負債の15%が2023年に満期を迎えることを踏まえると、今回の取引の主
な動機は負債の削減にあると当ファンドは⾒ています。

株主総会で承認されれば売却益29億⽶ドルの半額が特別配当として⽀払われることになりますが（1株当たり8.12⾹港ドル）、
これは特別配当利回り約14%に相当します。これにより、今後1年間の配当利回りは20%近くになります。Swire Pacificの株式
は依然として純資産価値を45%近く下回る⽔準で取引されています（ディスカウント幅は歴史的に⾒ても⾮常に⼤きく、10年間の
平均ディスカウントは約25%）。同社の経営陣は資本を巧みに配分し、⾮中核事業の資産を魅⼒的な価格で売却する⼀⽅、⼤
幅なディスカウント価格で⼤規模な⾃社株買いを実施するなどして、株主価値の向上に努めてきました。

⼀⽅、Swire Pacificの45%出資⼦会社であるCathay Pacific Airwaysは2023年6⽉も回復基調を維持し、⽉間総乗客
数は前年同⽉⽐931.9％増の約155万⼈となりました。搭乗率は20.7%ポイント上昇し、87.7%に達しました。また、1⽇の乗
客数が6万⼈を超え、コロナ禍後の最⾼を記録しました。貨物に関しては先⽉の輸送量が約11万トンと、前年同⽉⽐6.4％の増
加となりました。Cathay Pacificは過去3年にわたって⼤幅な損失を計上し、Swire Pacificの収益の⼤きな⾜枷となっていました
が、2023年に⼊って業績が回復しました。2023年上半期決算は8⽉第2週に発表される予定ですが、損益分岐点に到達するだ
けでもSwire Pacificの最終利益は⼤幅に改善することになります。同社については今後の⽉次報告書で再度ご報告する予定です。

<Polycab India（インド／資本財）>
話題をインドに転じると、同国経済は⾮常に好調で、Nifty指数は当⽉に史上最⾼値を更新しました。当ファンドの組⼊銘柄であ

る「Polycab India」は1983年、Jaisinghani家の四兄弟によって、⻄部のグジャラート州を拠点とする電線・ケーブルメーカーとして
設⽴されました。電気製品の販売は家業とも⾔えるもので、四兄弟の⽗親が1960年代半ばに「Sind Electric Stores」を設⽴し、
四兄弟はその経営を⼿伝っていました。現在、Polycab Indiaは電線・ケーブル市場で国内最⼤級の規模を誇っており、市場シェア
はおよそ22〜24%、4,000社以上の流通事業者を抱え、インド全⼟で20万以上の店舗を展開しています。

同社の事業は主に（1）電⼒、⽯油・ガス、建設、電気通信、鉄道、⼯業など幅広い産業向けに「Polycab」ブランドで各種
ケーブルを販売する電線・ケーブル部⾨、（2）ファン、FMEG（照明器具、スイッチ・配電盤、ポンプなどを扱う商品回転率の⾼い
電気製品）部⾨、（3）EPC（配電や農村部の電化などの⼀括受注契約事業向けの製品供給に重点を置くエンジニアリング・
調達・建設）部⾨の3つに分かれています。
（次ページへ）
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電線・ケーブル部⾨は同社の主⼒事業で、不動産需要の拡⼤、政府のインフラ・プロジェクト投資、⺠間企業の設備投資の恩恵
を受けています。同社のような⼤規模事業者は業界売上の過半数以上を占めており、今後も競争⼒の劣る⼩規模事業者からシェ
アを奪っていく⾒通しです。その結果、同社は過去5年間に売上⾼、営業利益ともに⼤きく拡⼤し、ROCE（使⽤資本利益率）も
⾼い⽔準に達しています。同社は「Project Leap」という事業戦略計画の下、2026年度までに売上⾼を2,000億インドルピーに
伸ばすことを⽬標としており、電線・ケーブル部⾨とFMEG部⾨はそれぞれ市場成⻑率を上回る⽔準で成⻑しています。

当ファンドが同社を評価する主な理由は以下の通りです。
（1）セグメントと顧客の多様化
同社は2014年まで主に電線・ケーブルのサプライヤーで、Reliance Industries社（インド）、Tata Steel社（インド）、

Adani Wilmar社（インド）、ACC社（インド）といった⼤企業向けのB2B（企業間取引）モデルを展開していましたが、その後
FMEG事業に参⼊することで、B2C（企業と消費者間の取引）への多⾓化を実現しました。B2Cセグメントをさらに浸透させるため、
同社は広告宣伝費をB2C売上⾼のおよそ2〜3%まで漸次増額しました。

（2）強⼒な⾃社製造能⼒と後⽅統合
同社は⻑年にわたって戦略的⾒地から⾃社製造能⼒の構築に努めており、製造拠点は3州（グジュラート州、マハラストラ州、

ウッタラーカンド州）、25ヵ所に広がっています。加えて、同社はサプライチェーン全体、特に原材料に関する後⽅統合（企業が⾃社
の供給元や原材料⽣産者を買収・統合すること）に注⼒しています。またアルミ棒材、各種グレードのPVC、GIワイヤー、ストリップ、
XLPE化合物などを⾃社⽣産しています。同社は2016年に世界的な商品取引会社Trafigura Group社（シンガポール）と合
弁会社を設⽴し、社内の銅棒材需要を賄おうとしましたが、稼働率が今⼀つだったことから、この合弁会社をHindalco 
Industries社（インド）に売却しました。その後、Polycab Indiaは、Hindalco Industries社と⻑期契約を締結し、銅材の安
定供給を確保しています。⾃社製造と後⽅統合を実現することによって品質管理とコスト管理の改善が可能になりますが、とりわけ
現在のようにコモディティ価格の変動が激しい環境にあっては、その傾向が顕著に現れると考えます。

（3）マルチブランドFMEGのプレミアム化戦略
同社はFMEG部⾨において、「Hohm」（プレミアムIoT（Internet of Things、モノのインターネット）製品）、「Levana」

（スイッチ）、「Polyshield」（開閉装置）といったプレミアムブランドを新たに⽴ち上げています。強⼒なブランドを持つ企業は、わず
かなコスト増で⾼い利益を得ることができると考えられます。しかしこの分野は競争が激しく、固定費と広告費が⾼いため、同部⾨は
過去2四半期にわたって⾚字でした。しかしその⼀⽅で、同部⾨は⽴ち上げ以来⾼い成⻑をみせており、新ブランドの⼀部が今後も
成⻑を続ければ、収益の上昇余地は⼤きいと⾒ています。

同社は国内において⾼い影響⼒を有していますが、北⽶、アジア、中国を中⼼とする国際（輸出）事業も急成⻑しています。
2024年度第1四半期時点で売上⾼に占める割合は約8.9％と、同社製品の訴求価値の⾼さを物語っています。

同社は、インドにおけるインフラ設備投資拡⼤の恩恵を受けると考えられる優良企業であり、サプライチェーンを中国以外に移⾏す
る動きからも恩恵を受けられる⽴場にあります。2023年に⼊ってから⼤幅なバリュエーション⾒直しがありましたが、成⻑⾒通しは⽐
較的良好で、⻑期的な成⻑余地があると当ファンドは考えています。同社については今後の⽉次報告書で改めて今後の状況を報
告いたします。
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ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

お申込の際には投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧下さい。

⻑期投資します。
原則として短期的な売買は⾏わず、⻑期保有することを基本とします。

当ファンドは、ベンチマーク等を意識せず、弊社独⾃の調査活動を通じて厳選した少数の投資銘柄群に絞り込んで集中投資することとしているため、
個別銘柄への投資において、当ファンドの純資産総額に対して実質的に10％を超えて投資することが想定されています。そのため、集中投資⾏った
投資銘柄において経営破綻や経営・財務状況の悪化などが⽣じた場合には、⼤きな損失が発⽣することがあります。

ベンチマークは設けず、30銘柄程度に厳選投資を⾏います。（特化型）
厳選投資します。

⽇本を除くアジア地域に本社のある企業でアジア地域以外の上場株式も投資対象に含まれます。
全ての採⽤国及び地域に投資するとは限りません。また、主要投資対象国は今後変更される場合があります。
「MSCI AC Asia ex Japan Index（円ベース）」は、MSCI Inc.が発表しているMSCI AC Asia ex Japan Index（⽶ドルベース）をもとに
委託会社が円換算したものです。
また、MSCI AC Asia ex Japan Indexに関する著作権、知的財産権その他⼀切の権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI Inc.は、同指
数の内容を変更する権利および公表を停⽌する権利を有しています。MSCI Inc.は、当ファンドの運⽤成果等に関して⼀切責任を負うものではあり
ません。

強固なビジネスモデルから⻑期的、安定的にキャッシュフローを⽣み出し、今後、世界的に評価される可能性の⾼いアジア企業を中⼼に投資します。

投資対象国の制度等により、上記投資対象国の株式へ投資ができない場合があります。

当ファンドは、マザーファンド受益証券を通じて、アジア（⽇本を除く）の新・国際優良企業に投資します。

当ファンドの参考指数である「MSCI AC Asia ex Japan Index（円ベース）*」の採⽤国及び地域の株式を中⼼に実質的に投資します。ただ
し、参考指数への追従を意図した運⽤は⾏いません。当ファンドの主要投資対象国は中国、⾹港、台湾、韓国、マレーシア、フィリピン、シンガポー
ル、タイ、インド、インドネシアなどです。

ファンドの⽬的
当ファンドは、主としてスパークス・アジア厳選投資マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）を通じて、アジア（除く⽇本）の株式に投資し、信託財
産の中⻑期的な成⻑を⽬指して積極的な運⽤を⾏います。

ファンドの特⾊

ファンドの⽬的･特⾊

特化型

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料
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（次ページへ続く）

■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

お申込の際には投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧下さい。

当ファンドは、ベンチマーク等を意識せず、弊社独⾃の調査活動を通じて厳選した少数の投資銘柄群に絞り込んで集中投資することとしているた
め、個別銘柄への投資において、当ファンドの純資産総額に対して実質的に10％を超えて集中投資することが想定されています。そのため、集
中投資を⾏った投資銘柄において経営破綻や経営・財務状況の悪化などが⽣じた場合には、⼤きな損失が発⽣することがあります。

組⼊れられる株式や債券等の有価証券やコマーシャル・ペーパー等短期⾦融商品は、発⾏体に債務不履⾏が発⽣あるいは懸念される場合に
は価格が下がることがあり、また、投資資⾦を回収できなくなることがあります。なお、株式等の値動きに連動する債券については、債券の発⾏者
に起因するリスクのほか、対象とする企業の株価の変動の影響を受けますので、対象とする企業が倒産や⼤幅な業績悪化に陥った場合には、当
該債券の価値が⼤きく下落し、基準価額が⼤きく下落する要因となります。

信⽤リスク

当ファンドは、分散投資を⾏う⼀般的な投資信託とは異なり、銘柄を絞り込んだ運⽤を⾏うため、市場動向にかかわらず基準価額の変動は⾮常に
⼤きくなる可能性があります。

当ファンドは原則として為替ヘッジを⾏いませんので、投資対象国の通貨と⽇本円との間の為替変動の影響を受けます。外国為替相場の変動により
投資を⾏う投資対象国の通貨建て資産の価格が変動し、これにより基準価額が変動し、損失を⽣じる場合があります。

集中投資のリスク

カントリーリスク
⼀般的に海外の株式などに投資する場合、投資対象国・地域の政治、経済、社会情勢の変化等により⾦融・証券市場が混乱して株式などの価
格が⼤きく変動する可能性があり、基準価額が⼤きく下落する要因となります。また、新興国市場への投資は先進国への投資と⽐較して価格変
動、流動性、為替変動、政治要因等のリスクが⾼いと考えられています。また、情報の開⽰などの基準が先進国とは異なることから投資判断に際し
て正確な情報を⼗分に確保できない場合があります。国有化、資産の収⽤、あるいは通貨の回⾦の制限等により、かかる国への投資はリスクを増⼤
させることがあり、その結果、重⼤な損失が⽣じる場合があります。

為替変動リスク

当ファンドは、実質的に海外の株式などを主要な投資対象としますので、当ファンドへの投資には、株式投資にかかる価格変動等の様々なリスクが伴
うことになります。当ファンドに組⼊れられる株式の価格は短期的または⻑期的に下落していく可能性があり、これらの価格変動または流動性に予想
外の変動があった場合、重⼤な損失が⽣じる場合があります。

基準価額の変動要因
当ファンドは、主としてマザーファンド受益証券への投資を通じて海外の株式などの値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。ま
た、外貨建資産に投資しますので為替の変動により、基準価額は変動します。従って、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準
価額の下落により、損失を被り、投資元⾦を割り込むことがあります。ファンドの運⽤による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。また、投資信託
は預貯⾦と異なります。

価格変動リスク

投資リスク

特化型

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料
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■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

お申込の際には投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧下さい。

委託会社では、投資リスクを適切に管理するため、運⽤部⾨ではファンドの特性に沿ったリスク範囲内で運⽤を⾏うよう留意しています。また、運⽤部⾨
から独⽴した管理担当部⾨によりモニタリング等のリスク管理を⾏っています。
委託会社では、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組⼊資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・
検証などを⾏います。
取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

リスクの管理体制

当ファンドは、⼤量の解約が発⽣し短期間で解約資⾦を⼿当てする必要が⽣じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、⼀時
的に組⼊資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額
にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換⾦の申込みの受付けが中⽌となる可能性、換⾦代⾦のお⽀払が遅延する可能性があります。

収益分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の⽔準を⽰すものではありません。
収益分配は、計算期間に⽣じた収益を超えて⾏われる場合があります。
投資者の購⼊価額によっては、収益分配⾦の⼀部または全部が、実質的な元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファンド購⼊後の運⽤状況
により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。
収益分配の⽀払いは、信託財産から⾏われます。従って純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

当ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。
その他の留意点

基準価額の変動要因（投資リスク）は、上記に限定されるものではありません。

当ファンドに適⽤される法令・税制・会計⽅針などは、今後変更される場合があります。また、投資対象とする地域の中では、⾦融市場や証券市場
にかかる法令・制度などが先進国と⽐較して未整備であったり先進国とは異なったりすること、法令・制度・税制・決済ルールに変更が加えられる可能
性が先進国よりも⾼いと考えられること、市場取引の仲介業者等の固有の事情から、投資⾏動に予期せぬ制約を受けたり、様々な要因から投資成
果への悪影響や損失を被ったりする可能性があります。

その他の留意事項
システムリスク・市場リスクなどに関する事項

証券市場および外国為替市場は、世界的な経済事情の急変またはその国における天災地変、政変、経済事情の変化、政策の変更もしくはコン
ピューター・ネットワーク関係の不慮の出来事などの諸事情により閉鎖されることがあります。このような場合、⼀時的に換⾦等ができないこともありま
す。また、これらにより、⼀時的にファンドの運⽤⽅針に基づく運⽤ができなくなるリスクなどもあります。

法令・税制・会計⽅針などの変更に関する事項

投資リスク（続き）

特化型

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料
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申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
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お申込の際には投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧下さい。

運⽤報告書 ファンドの毎決算時および償還時に交付運⽤報告書を作成し、原則として、販売会社を通じて受益者へ交付します。

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資⾮課税制度及び未成年者少額投資⾮課税制度の適⽤対象です。
税⾦の取扱いの詳細については、税務専⾨家等にご確認されることをお勧めします。

公告 原則として電⼦公告の⽅法により⾏い、ホームページ【https://www.sparx.co.jp/】に掲載します。
信託⾦の限度額 4,000億円を上限とします。

販売会社との契約によっては、収益分配⾦の再投資が可能です。

繰上償還 受益権⼝数が10億⼝を下回った場合等には、償還となる場合があります。
決算⽇

収益分配
年1回の決算時に収益分配⽅針に基づいて収益分配を⾏います。
ただし、分配対象額が少額の場合等は、分配を⾏わないこともあります。

詳しくは販売会社までお問い合わせください。

信託期間 無期限（2017年5⽉26⽇設定）

毎年5⽉25⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

購⼊・換⾦申込受付の
中⽌及び取消し

委託会社は、⾦融商品取引所における取引の停⽌、外国為替取引の停⽌、決済機能の停⽌その他やむを得ない事情がある
ときは、購⼊・換⾦申込受付を中⽌することおよびすでに受付けた購⼊・換⾦申込受付を取消すことができます。

換⾦制限 信託財産の資⾦管理を円滑に⾏うため、⼤⼝の換⾦申込には制限を設ける場合があります。

購⼊・換⾦申込不可⽇
販売会社の営業⽇であっても、以下に該当する⽇は、購⼊・換⾦の申込の受付は⾏いません。

⾹港証券取引所または台湾証券取引所のいずれかが休業⽇の場合

換⾦代⾦ 原則として換⾦申込受付⽇から起算して7営業⽇⽬からお⽀払いします。

販売会社が別に定める単位
換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額から信託財産留保額を控除した額

申込締切時間 原則として午後3時までに販売会社所定の事務⼿続きが完了したものを当⽇のお申込分とします。

お申込みメモ

購⼊単位 販売会社が別に定める単位
詳しくは販売会社までお問い合わせください。

購⼊価額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
購⼊代⾦ 販売会社が指定する期⽇までにお⽀払いください。
換⾦単位

⼿続・⼿数料等

特化型

スパークス・新・国際優良アジア株ファンド
（愛称︓アジア厳選投資）

お客様向け資料
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スパークス・アセット・マネジメント株式会社

マンスリーレポート（基準⽇︓2023年7⽉31⽇現在）

※

※

※

※

※

■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

当該⼿数料等の合計額については、ファンドの購⼊⾦額や保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表⽰することができません。

お申込の際には投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧下さい。

組⼊有価証券の売買委託⼿数料︓有価証券の売買の際、売買仲介⼈に⽀払う⼿数料
信託事務の諸費⽤︓投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費⽤および受託会社の⽴替えた⽴替⾦
の利息
外貨建資産の保管費⽤︓海外における保管銀⾏等に⽀払う有価証券等の保管及び資⾦の送⾦・資産の移転等に要す
る費⽤

その他の費⽤・
⼿数料

組⼊有価証券の売買委託⼿数料、信託事務の諸費⽤、外貨建資産の保管費⽤、マザーファンドの換⾦に伴う信託財産留
保額等は、その都度信託財産から⽀払われます。これらの費⽤は運⽤状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を
⽰すことができません。

監査費⽤︓ファンドの監査⼈に対する報酬および費⽤
印刷費⽤︓有価証券届出書、⽬論⾒書、運⽤報告書等の作成、印刷および提出等に係る費⽤

監査費⽤
印刷費⽤

監査費⽤、印刷費⽤などの諸費⽤は、ファンドの純資産総額に対して年率0.11％（税抜0.10％）を上限とする額がファンド
の計算期間を通じて毎⽇計上され、毎計算期間の最初の6ヶ⽉終了⽇および毎計算期末または信託終了の時に、信託財産
から⽀払われます。

委託会社が受け取る信託報酬の配分には、当ファンドの主要投資対象であるマザーファンドの運⽤に関する投資助⾔を受けている投資助⾔会社へ
の報酬が含まれます。

年率0.05％ ファンドの財産の保管・管理、委託会社からの指図の実⾏等の対価

販売会社 年率0.80％ 購⼊後の情報提供、運⽤報告書等各種書類の送付、⼝座内でのファンドの管理および事務
⼿続き等の対価

受託会社

委託会社 年率0.90％ ファンドの運⽤、開⽰書類等の作成、基準価額の算出等の対価

内訳（税抜） 主な役務

信託報酬の配分

⽀払先

運⽤管理費⽤
（信託報酬）

⽇々の信託財産の純資産総額に対して年率1.925％（税抜1.75％）を乗じて得た額とします。
運⽤管理費⽤（信託報酬）は、ファンドの計算期間を通じて毎⽇計上され、毎計算期間の最初の6ヶ⽉終了⽇および毎計
算期末または信託終了の時に、信託財産から⽀払われます。
運⽤管理費⽤（信託報酬）＝運⽤期間中の基準価額×信託報酬率

信託財産留保額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額に対して0.3％の率を乗じて得た額をご負担いただきます。
投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

ファンドの費⽤

投資者が直接的に負担する費⽤

購⼊時⼿数料

購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定める⼿数料率を乗じて得た額と
します。

詳しくは販売会社までお問い合わせください。
購⼊時⼿数料は、商品の説明、販売の事務等の対価として販売会社が受け取るものです。

⼿続・⼿数料等（続き）

お客様向け資料
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スパークス・アセット・マネジメント株式会社

マンスリーレポート（基準⽇︓2023年7⽉31⽇現在）

● 委託会社 スパークス・アセット・マネジメント株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第346号
（加⼊協会）⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、⽇本証券業協会、⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
信託財産の運⽤指図、受益権の発⾏等を⾏います。

● 受託会社 三井住友信託銀⾏株式会社
委託会社の指図に基づく信託財産の管理等を⾏います。なお、信託事務の⼀部につき株式会社⽇本カストディ銀⾏に委託を⾏います。

● 販売会社 下記⼀覧参照
ファンドの受益権の募集・販売の取扱い、⼀部解約請求の受付、⼀部解約⾦・収益分配⾦・償還⾦の⽀払いの取扱等を⾏います。 

※1 株式会社ＳＢＩ証券、東海東京証券株式会社は、⼀般社団法⼈⽇本STO協会に加⼊しています。 
※2 岡三証券株式会社は、⼀般社団法⼈⽇本暗号資産取引業協会に加⼊しています。 

スパークス・アセット・マネジメント株式会社
ホームページ https://www.sparx.co.jp/
電話番号 03-6711-9170（受付時間︓営業⽇9︓00〜17︓00）

（委託⾦融商品取引業者︓株式会社ＳＢＩ証券） 

■当資料は販売⽤資料としてスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下当社）が作成したものであり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。当ファンドの取得のお
申込を⾏う場合には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をお渡ししますので、必ずお受け取りの上詳細をご確認いただき、ご⾃⾝でご判断ください。■当ファンドは値動きのある有価
証券に投資しますので、基準価額は変動します。従って、元本が保証されているものではなく、組⼊れた有価証券の価格が下落する場合や、基準価額の下落により、損失を被り、投資
元本を割り込む場合もあります。また、これらの運⽤による損益は全て受益者の皆様に帰属します。■投資信託は預貯⾦・⾦融債または保険商品ではなく、預⾦保険や保険契約者保
護機構の保護の対象ではありません。また、証券会社で購⼊した場合を除き、投資者保護基⾦の規定に基づく⽀払いの対象ではありません。■投資信託の設定・運⽤は、投資信託
委託会社が⾏います。■当資料に記載の内容は将来の運⽤結果を保証もしくは⽰唆するものではありません。■当資料に含まれている過去の実績の数値および市場動向等について
のコメントは当資料作成時点のものであり、市場動向や個別銘柄の将来の動きを保証するものではありません。■当資料の正確性や完全性について当社が保証するものではありませ
ん。また記載内容は予告なく訂正が⾏われることがあります。■当資料は⽬的によらず、当社の許可なしに複製・複写をすることを禁じます。■当ファンドに関する投資信託説明書（交
付⽬論⾒書）のご請求、お問合せは販売会社まで。

お申込の際には投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧下さい。

お問い合わせ先

〇

〇

〇 〇
関東財務局⻑（⾦商）第195号 〇 〇 〇 〇

スパークス･アセット･マネジメント株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第346号
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者
ＬＩＮＥ証券株式会社
マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者

⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第3144号 〇
関東財務局⻑（⾦商）第165号 〇 〇

ＰａｙＰａｙ銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第624号 〇 〇
松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 〇 〇

東海東京証券株式会社※1 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号
〇

関東財務局⻑（登⾦）第10号

〇 〇 〇
福岡財務⽀局⻑（⾦商）第75号

（委託⾦融商品取引業者︓マネックス証券株式会社） 
株式会社ＳＢＩ新⽣銀⾏ 登録⾦融機関

⻄⽇本シティＴＴ証券株式会社 ⾦融商品取引業者

株式会社ＳＢＩ証券※1 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 〇 〇

〇 〇

株式会社ＳＢＩ新⽣銀⾏ 登録⾦融機関
関東財務局⻑（登⾦）第10号 〇 〇

〇 〇ａｕカブコム証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 〇

岡三証券株式会社※2

⼀般社団法⼈
⽇本投資

顧問業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種

⾦融商品
取引業協会

販売会社 登録番号

加⼊協会 

〇
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第53号 〇 〇 〇 〇

⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会

ファンドの関係法⼈について

お客様向け資料
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